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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 1 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 自衛 隊 の 南 ス ー ダ ン 派 遣 撤退 を 求め る 意見 書 


政府 は 、 昨年 11 月 15 日 、 南 スー ダン P KO へ の 陸上 自衛 隊 派 遣 部 隊 に 、「 駆 け 付 け 和 警護 」 














と 「 宿 営 地 共 同 防護 」 の 新任 務 の 付与 に つい て 閣議 決定 し 、 同 20 日 に は 岩手 駐屯 地 所 属 の 

















約 30 人 を 含む 第 1 陣 130 人 の 派遣 を 行い まし た 。 
H 衛 隊 の P KO 活動 に 際 し て は 、 紛 争 当事者 間 で 停戦 合意 が 成立 し て いる こと な どの 



























































KO 参加 5 原則 」 が 保 た れ て いる こと が 前 提 人 条件 と な っ て いま す 。 し か し 、 自 衛 隊 が 駐留 
諾 と 反 政 府 勢 力 の 大 規模 な 戦闘 が 
発生 し 、 現 在 も 緊 和 し た 状況 が 続い て お り ま す 。 南 スー ダン 反 政 府 勢力 の 指導 者 で ある 前 

















し て いる 南 ス ー ダ ン の 首都 ジュ バ で は 、 昨 年 7 月 に 政府 
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副 大 統領 は 、「7 月 に 起き た 戦闘 で 、 和 平 合意 と 統一 政権 は 崩壊 し た 」 と 表明 し 、 ま た 、 国 
連 特 別 報告 書 で は 、「 停 戦 合 意 は 崩壊 し て いる 」 と 断 じ し る な ど 、 自衛 隊 の 「PKO 参 加 5 原 
























































x 














る と 言わ ざる を 得 ま せん 。 























是 」 は 保 た れ て いる と は 言い 難く 、PKO 派 遣 部 隊 の 安全 確保 が きわ め て 困難 な 状況 に あ 


加え て 、 昨 年 7 月 の 戦闘 の 際 に NGO 関 係 者 を 襲撃 し た の は 政府 軍 で あっ た と いわ れ て 


いる よう に 、「 駆 け 付 け 警 護 」 の 任務 を 付与 され た 自衛 隊 が 国家 また は 国家 に 準ずる 組織 を 


















































相手 方 に 武器 を 使用 する 事態 と な る こと も 考え られ ます 。 こ の よう な 場合 、 日 本 政府 の 見 











解 に よっ て も 「 哉 力行 使 」 に 該当 する 可能 性 が 出 て きま す 。 



































さら に は 、 国 連 事 務 総 長 が 国連 安全 保障 理事 会 で 、「 南 スー ダン で ジェ ノ サ イド (大 量 虐 



































殺 ) が 始ま っ て し まう 」 と 警告 し て いる よう に 、 今 後 、 政 府 軍 と 反 政 府 勢力 双方 の 軍事 作 











戦 が 拡大 され る こと も 人 危 眉 され て お り ま す 。 


























よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対 し 、「P KO 参加 5 原則 」 が 保 た れず 、P KO 派遣 部 隊 























の 安全 が 保障 され て いな い 現 在 の 南 ス ー ダ ン か ら 自 衛 隊 を 撤退 する よう 求め ます 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 














ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 24 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処罰 法 改 正 案 の 慎重 な 審議 を 求め る 意 
見 書 

















政府 は 、3 年 後に 搾 えた 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 の 開催 を 見 据え 、 
テロ を 含む 組織 犯罪 を 未然 に 防止 する た め に 「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処罰 当 
改正 案 を 、 平 成 29 年 3 月 21 日 に 閣議 決定 し 、 国 会 に 提出 し まし た 。 

この 法 改 正 は 、 国 際 社 会 か ら の 要請 も 踏ま え 、「 国 際 的 な 組織 犯罪 の 防止 に 関す る 国際 
連合 条約 (国際 組織 犯罪 防止 条約 )」 を 締結 する た め に 不可 欠 な 国内 法 の 整備 で ある と し 
て いま す 。 
還 際 組織 犯罪 防止 条約 は 、 既に 187 の 国 と 地域 が 締結 し て お り 、 急 速 に 複雑 化 、 深刻 化 
し て いる 国際 的 な 組織 犯罪 に 対処 する た め 、 早 期 の 締結 が 極め て 重要 で あり ます 。 政 府 は 
締結 の た め に は 「 テ ロ 等 準備 罪 」 の 新設 が 必要 と し て いま す が 、 条 約 の 一 部 留保 を し て 締 
結 す る こと が 可能 と する 見 解 や 、 個別 の 法律 ご と に 必要 性 を 検討 し 、 一 部 に 予備 罪 を 設け 
る こと 等 で 条約 の 要請 を 満た すこ と が で きる と の 主張 も あり ます 。 
また 、 政府 は 「 テ ロ 等 準備 罪 」 に つい て 、 処 罰 の 対象 を 「 テ ロリ ズム 集団 その 他 の 組織 
的 犯罪 集団 」 と し た こと で 、 一 般 の NPO 法 人 や 企業 、 労働 組合 が 処罰 の 対象 に な ら な い 
こと が 明確 に な っ た と し て いま す が 、 こ れ ら 団体 が 「 準 備 行為 」 の 名 の 下 で 、 容 易 に 組織 
的 犯罪 集団 と 受け 取ら れる 可能 性 が ある と 危 企 され て いま す 。 まし て や 、 そ れ を 判断 する 
の は 捜査 機関 で あり 、 恋 意 的 な 捜査 が 行わ れる こと も 懸念 され 、 国民 の 権利 や 自由 が 大 き 
く 制 限 さ れる こと に も つなが りか ね な いと いう 指摘 も あり ます 。 
さら に 、 対象 と な る 犯罪 は 、 当 初 の 676 か ら 277 に 絞り 込ん だ と し て いま す が 、 条 約 締 
結 の た め に は 対象 犯罪 を 内 容 に 応じ て 選別 する こと は で き な い と し て きた これ まで の 政 
府 見 解 と の 整合 性 も 問わ れ て いま す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対 し 、「 テ ロ 等 準備 罪 」 を 新設 する 組織 犯罪 処罰 法 改正 
案 に つい て 、 今 国会 で の 成立 に こだわ る こと な く 、 国民 の 不安 や 疑問 に 答え られ る よ 5 幅 
広い 観点 か ら 慎 重 に 審議 され る よう 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 24 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 


























農林 業 や 索道 事業 の 経営 に 頁 献 し て きた 免税 軽油 制度 は 、 平 成 27 年 度 税制 改正 に より 、 

平成 30 年 3 月 31 日 まで 延長 され て いま す 。 
免税 軽油 制度 は 、 農 林業 用 機械 を 使用 する 事業 者 や 、 ゲ レン デ 整 備 車 を 使用 する スキ ー 
場 経営 者 に と っ て 大 き な 支 援 と な っ て きま し た 。 制 度 が 廃止 され れ ば 、 今 で さえ 困難 な 農 
林業 経営 、 索 道 事業 経営 へ の 影響 は 避け られ ませ ん 。 地域 産業 の 振興 を 図る 観点 か ら も 、 
軽油 引取 税 の 課税 免除 の 特例 措置 延長 が 必要 で す 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対し 、 免 税 軽油 制度 を 平成 30 年 度 以降 も 継続 する よう 強 
く 求 め ま す 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
































意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 

地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 
り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 
な っ て いる 。 
また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 
て いる 。 

し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
少し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 
な 間 題 と な っ て お り 、 本 町 に お いて も 例外 で は な い 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 
新た な 人 材 の 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参 加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 に 関す る 意見 書 
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平成 28 年 11 月 11 日 、 規 制 改 革 推 進 会 議 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ か ら 、「 農 協 改革 
関す る 意見 」 が 公表 され た 。 そ の 内 容 は J A 全 農 の 農産 物 委 託 販売 の 廃止 、 全 量 買取 販売 
へ の 転換 及び 信用 事業 を 営む JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と す 
る 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 、 現 実 的 で は な い 
事業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 

農業 を 基幹 産業 と し 、 中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、 JA は 無く て は な ら な い 組 織 
で あり 、 農 業 振興 や 地域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果 
た し て いる 。 今回 の 提言 の よう に 、」A の 解体 を 招く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 到 
底 承 服 す る こと が で き な い 。 農協 改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基 
本 で ある こと を 前 提 に 進め られ る べき で ある 。 

よっ て 農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取組 を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 や 農業 関係 
者 の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま ほえ た 丁寧 な 議論 に より 進め られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい 
て 強く 要望 する 。 
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農協 改革 に つい て 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 無視 し た 不 
当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 で は 
な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 意見 書 の 内 容 
平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 4 月 14 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 
【 件 名 】 共謀 罪 (テロ 等 準備 罪 ) の 新設 に 反対 し 、 法 制定 の 中 止 を 求め る 意見 書 














安倍 政権 は 、2 0 2 0 年 の 東京 五輪 ・ パ ラリ ン ピ ッ ク に 向け た テロ 対策 を 口実 に 、 国民 












































の 強い 反対 で 過去 3 度 廃案 と な っ た 「 共 謀 罪 」 創設 と 同 趣旨 の 法案 を 通常 国会 に 提案 し よ 

















うと し て いる 。 



































名 称 を 「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 と 改め 、 適用 対象 や 構成 要件 な ど を 変り 











ほし 対象 犯罪 数 


を 減ら し た と し て いる が 、 対象 と な る 「 組 織 的 犯罪 集団 」 の 定義 は 曖昧 で 拡大 解釈 が 可能 








な 上 、 そ れ に 当たる か どう か は 捜査 当局 の 判断 に ゆだね られ る 。 















































適用 対象 と な る 犯罪 は 2 7 7 項目 に 絞っ た も の の 、 根 本 で ある 組織 的 犯罪 集団 の 定義 は 
あい まい な まま で あり 、 乱用 され れ ば 思想 の 抑圧 、 人 権 侵害 や 市 民 監 視 の 強化 、 運動 へ の 



























































鞭 縮 効果 を も た ら し か ね な い 人 危険 性 は 何ら 変わ っ て いな い 。 

















さら に 「 共 謀 罪 」 の 摘発 を 名 目 と する 監視 や 会 話 の 通信 公 受 な ど 、 極 め て 広範 囲 に わた 























っ て 捜査 権限 が 菩 用 され る 恐れ が ある 。 



























































E で 、 国 際 的 な 要請 と し て 「 共 課 罪 」 











た 国内 法 や 現行 の 刑法 で 十分 に 対応 可 # 
必要 か 大 い に 疑 問 で ある 。 















































日 本 は 国連 の 1 3 本 の テロ 防止 関連 条約 を すべ て 締結 し て お り 、 そ れ に 対応 し て 整備 し 























新設 が 本 当 に 


「 共 謀 罪 」 は 謀議 に 加わ る だ け で 処罰 で きる 、 すなわち 個人 の 内 心 や 思想 その も の を 処 

















罰 対 象 に し よう と する も の で 、 実 際 の 行為 や 結果 が 生じ な けれ ば 罪 に は 問わ れ な い 現行 刑 
法 の 基本 原則 に 反する 。 1 0 0 人 を 超す 刑法 研究 者 が 法案 反対 声明 を 出す な ど 批 判 は 広 が 









































っ て いる 。 



































法案 は 人 権 の 問題 に 直結 する 。 法務 大 臣 が 法案 提出 後 ま で 具体 的 な 国会 証 





答 議 を 性 ける よ 





う 求 め る 文書 を 作ら せ 報 道 機関 に 配布 し た こと は 、 国 会 議員 の 質問 権 を 侵害 する 国会 軽視 








で ある と と も に 言論 ・ 報 道 の 自由 に 対す る 不当 な 圧力 に 他 な ら な い 。 
以上 を 踏ま そえ 、 岩 手 県 平泉 町 議会 は 政府 に 対し 、 下 記 の 事項 を 要請 する 
記 










































































GO 


1 国民 の 人 権 を 擁護 し 憲法 の 保障 する 思想 、 信 条 、 表 現 の 自由 に 十分 配慮 する と と も に 、 
広範 な 国民 の 懸念 が 拭え ぬ ま ま 法 制定 を 行わ な いよ う 、 慎 重 審議 を 尽く すこ と を 強く 要 
























































請 する 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 








泉 町 


は 






































































































































意見 書 の 内 容 

【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 30 日 

【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 平成 28 年 台風 第 10 号 豪雨 災害 に 伴う 小 本 川 河川 改修 計画 に 関す る 意見 書 
昨年 8 月 30 日 に 発生 し た 台風 第 10 号 豪 雨 災害 に 当たっ て は 、 県 当局 に お か れ ま し て は 、 
発 災 直後 か ら の 迅速 な る 対応 と 、 更 に は 復旧 に 向け た 多大 な る ご 支援 ご 協力 に 対 し まし て 
改め て 感謝 申 し 上 げ ま す 。 

当該 災害 に よっ て 、 本 町 に あっ て は 公共 イン フラ 、 ラ イフ ライ ン 、 住 宅 ・ 家 屋 、 さ ら に 
は 工場 、 事 業 所 、 農 地 ・ 農 業 施設 な どの 生産 基盤 に いた る まで 、 あ ら ゆ る も の が 壊滅 的 な 
被害 を 受け て お り 、 被 災 住 民 は 生活 の 拠点 で ある 住宅 の 再建 と 、 生 業 の 再生 と いう 二 つ の 
困難 な 課題 に 直面 し て お り ま す 。 





し て いる 
施策 の 実 / 


極め て 深刻 で あり 、 
お られ ます が 、 
ころ で あり ます 。 


ヽ ー 


を 


1 


2 








地域 住民 に あっ て は 、 非 常 ( 
と ころ で あり 、 
施 が 求め られ て お り ま す 。 
お ける 当該 台風 に よる 被害 
県 当局 に 
本 年 3 月 1 日 











本 町 1 












































つき まし て は 、』 
賜り た く お 願 い 


ヽ 本 川下 流 
1 し 上 げ ま す 。 




















河川 改修 計画 の 策 
] 寧 な 説明 を 頂い て 参り まし た が 、 
地域 住民 か ら 十 分 な 理解 と 協力 が 得 

関係 地域 住 
害 の 経験 か ら 種々 の 























小 本 / 
































安 を 払拭 する と 共に 











以上 、 地 方 条 の 規定 に よ 





自治 法 第 99 














こ 厳 し い 惨状 の 中 で 、 そ れ で も 何と か 前 ( 
更 な る 支援 と 併せ て 再び この よう な 甚大 な 災害 が 発生 し な いよ う 、 


は 、 小 本 川 流域 及び 安 家 川 流域 に お いて 
あっ て は 、 そ の 河 叫 
に 小 本 川下 流域 の 人 


域 の 河川 改修 ョ 


定 に 当たっ て は 、 こ れ ま で 


られ る よう 、 
民 は 、 昨年 の 台風 第 10 号 豪 雨 災害 に 加え 、 
不安 を 抱 を て お り ま す 。 河川 改修 計画 の 策定 
民 と 十分 な 対話 を 重ね る こと に よっ て 地域 住民 の 意見 を お 激 み 取り 
、 地 域 の 再生 に つなが る も の と する こと 。 


り 意 見 書 を 提出 し ま 





に 向かっ て 歩も うと 











広範 囲 で 且つ 
| 改修 計画 に つい て 住民 説明 会 を 開催 し て 
民 か ら 当 議会 宛 に 請願 書 が 提出 され た と 




















」 | 


























画 に 関す る 次 の 事 





[本 





員 に つい て 、 特 段 の ご 配 




















iL 








に も 幾度 に も 渡り 住民 説明 会 が 開催 され 、 
| 下流 域 に お ける 河川 改修 計画 に つい て 、 関 係 
さら な る 丁寧 な 説明 を 行なう こと 。 

幾度 と な く 受 け て きた 過去 の 災 
こ 当 た っ て は 、 地 域 住 
8 き 、 地 域 住民 の 不 





























ーー 





























! 











す 。 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 17 日 


【 提 
【 件 


農協 改革 は 
の 意見 、 








、 組織 に お ける 
長期 的 な 展望 を 踏 
中 山間 地域 を 抱え た 当地 域 に よっ て 、 農協 は 


出 先 】 衆 衆 議院 議長 、 参 参議 院 
名 】 農協 改革 及び 指定 






































地域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 人 








改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生産 現場 の 実 
E え た 丁寧 な 議論 を 進め る よう 要望 し ます 。 
無く て は な ら な い 組 織 で あり 、 


議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 


生乳 生産 者 団体 制度 に 関す る 意見 書 
























































農協 改革 は 
られ る べき で あり ます 。 
E 乳 生産 者 団体 制度 及び 生産 者 補給 金 は 、『』 








また 、 


指定 














、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 E 








定 











仕組 み で あり 、 





よっ て 、 国 








に お いて は 、 








1 農協 改革 


に つい て は 、 上 








中 山間 地域 等 
























































所 得 増大 の 視点 か ら も 、 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 酷 























の 条件 不利 地 の 酷 農家 に 
次 の と お り 


改革 に 
































路 農 経 ? 
と っ て は 、 重 要 な 制 
取り 組 ゆ こと を 要望 し ます 。 

記 

HH 












































第 
































組織 の 見 直 














し を 行わ な いこ 


時 三 > た た 


農家 等 が 営ん ヶ と 努力 し な が ら 創 り 上 げ て きた 重要 な 仕 


組み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに する こと 。 


以上 、 地 方 用 

















治 法 第 99 条 の 規定 ( 
































こ 基 づき 意見 書 を 提 





出す る 。 


口 の 安定 と 所 得 


態 や 農業 関係 者 


農業 振興 や 


E 民 の コミ ュ ニ ティ に 大 き な 役 割 を 果たし て いま す 。 
己 改革 が 基本 で ある こと を 


前 提 に 進め 








増大 を 図る 


度 で あり ます 。 


取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 
現実 的 で は な い 事 業 ・ 


a 











